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［ 概 要 ］
・調査期間 平成29年12月6日～20日 ※北海道新聞1/12（金）朝刊1,9面（経済面）に掲載済
・回 答 者 全道42商工会議所会頭 （回収率100％）
・内 容 ①景気感・経済見通し、②人手不足の状況・対策、③鉄路見直し 全9問
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［ 総 括 ］
○景況感・経済見通し（問１・２）

・1年前との比較では、改善しているとの回答が、合わせて64.3％（27名）に上った。
横ばい・踊り場との回答は33.3％（14名）となった。

・2018年の見通しでは、改善するとの回答が、合わせて54.8％（23名）と過半数を占めた。
横ばい・踊り場との回答は38.1％（16名）、緩やかに後退するとの回答は7.1％（3名）となった。

・なお、後退すると見る会頭はいなかった。
○主な理由（抜粋）

・公共事業や観光が好調とする一方で、低迷している地域や、先行きを不安視している回答もあり。
・災害復旧関連がひと段落となる一方で、観光消費・個人消費が下支えとなる。
・国内客は減少しているが、インバウンドの増加が良い影響を与えている。
・雇用情勢の改善や賃金引き上げの動きから「個人消費」も堅調に推移することが見込まれる。
・経済政策を補完する様々な政策（人口減少問題、子育て支援、雇用対策、IoT等）により少しずつ
改善に向かっている。

・北海道のブランド力を活かした食品等の輸出産業も、まだまだ伸びしろがある。
・観光需要、オリンピック特需により、前年横ばいが続く。
・穏やかに改善してきたものの、この状況が続くとは思えず横ばいという意見が多い。
・景気回復の兆しといわれているが、まだまだ地方に行けば行くほど実感は伺えない。
・業種間にも収益のバラツキある。基幹産業の一つである漁業の不振は深刻。
・人の問題、設備投資の問題等課題が多い。後継者不足による廃業も深刻な問題。
・実質賃金が増えていないので消費が伸びない。
・歯止めのかからない人口減少や、労働力不足など不安材料ばかり目立つ。
・将来に対しての見通しが立たず当分この状況が続くと思う。 1
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○人手不足の状況・対策（問３・４・５・６）
・経営に影響ありとの回答が、合わせて92.9％
（39名）にも及ぶが、今後の影響の可能性も
含めると、全会頭が影響ありと回答したことに
なる。改めて、全道的な深刻さを象徴する結果
となった。

・なお、今後も影響なしと回答した会頭はいなか
った。

・問４ 具体的な影響としては、
売上減 84.6％（33名）
利益減 59.0％（23名）
技術・ノウハウの伝承難 56.4％（22名）
が過半数の回答

・問５ 対策としては、
若者定着 88.1％（37名）
高齢者・主婦層雇用 69.0％（29名）
外国人活用、処遇改善 54.8％（23名）
大学等との連携 52.4％（22名）
が挙げられた。
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※「深刻・やや深刻な影響」がある
と回答した39会頭が対象



○問６ 問５を実行するにあたっての阻害要因等（抜粋）

・札幌など都市部への労働者の流出、近隣に人材がいない
・学生の売り手市場の中、大学側への理解を求める一方で、地元企業の魅力発信の強化が不可欠
・高等学校の進路担当の先生方は地元企業に対する理解が足りない、父兄についてもその傾向がある
・労働条件のミスマッチ・格差
・地元就職を促すシビックプライドの醸成などキャリア教育（小・中）が浸透していない
・地元企業の情報提供やインターンシップ（高・大）など効果的な取り組みが進んでいない
・外国人技能研修の期間が短い・枠拡大も、企業ニーズとかけ離れている
・人件費増加による経営の圧迫、企業の職場環境整備への対応力不足、企業の危機感がまだ弱い
・処遇改善には業績を上げることが前提となるが、実態はそのように展開していない
・IT導入は、これからも進んでいくが、コストが掛かり過ぎる
・全ての人が働ける条件にするため、扶養控除額の大幅な引き上げ
・国は地方の現状を理解しているのかが疑問
・より一層の経営者のリーダーシップが求められており、「本気で取り組む」という意識醸成が必要

その他、
・［稚内］ 地元で働くことの重要性を訴える
・［栗山］ 地元高校の在り方自体変えなければならない状況にある
・［紋別］ I･Uターン希望者への積極的な情報発信
・［富良野］ 高卒に対しては、6月末までの募集の徹底、専門学校・短大については、親も含めた、地元

企業への就業勧誘、新規移住者に対する住宅支援
等の意見が寄せられた。
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○主な理由（抜粋）
［ JR北海道 ］
・沿線自治体に対し、「廃止か否かの二者択一」
を示すのではなく、地域のニーズなどを踏まえ
た具体的な提案を示すなどの動きも必要だった

・道内全線区の採算根拠を含め情報開示不足
・これまでの方法では維持困難

［ 国 ］
・地域にとっては重要な問題であり、国土の均等
ある地域づくりのため、国が担う責任がある

［ 道 ］
・積極的な関与がなくリーダーシップ欠如
今後のリーダーシップに期待

［ 判断・議論等、今後の方向性 ］
・鉄路の維持は採算性だけで判断すべきでは
ない

・具体的な議論になっておらず、総論から早く
具体論に入るべき、具体的な収益改善や路線
維持方策に至っていない

・スピード感をもって進めてほしい
・いずれの方策も地域にとって痛みを伴う､拙速に
結論を出すべきではない、一定の時間は必要

・北海道における鉄路の未来を見据えた役割を
オール北海道で議論

・JR北海道、地方自治体、利用者が各々負担を
理解すべき

・道や沿線自治体を中心に活発な議論が進め
られていることから、今後の進展に期待
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○問８ 具体的な取り組み等（抜粋）

［ JR北海道 ］
・経営 前向きな姿勢とビジョンを出す、 JRとしてどうしたいのか？、スピード感のある打開策提示、

経営合理化、経営情報開示、より一層の収益拡大等の自助努力、安全第一、
路線維持＋代替交通の具体的提案、悪い情報だけでなく良い情報も出す、
鉄道を利用する良さ・楽しみを提供（商売の発想）、もっと柔軟な姿勢で心を開いて対話

・利便性 使い勝手の良い切符復活、地元のニーズを反映したダイヤ・サービス向上
［ 国 ］
・姿勢 株主としての責任、積極的な関与・リーダーシップ、抜本的支援、全責任をもって路線維持、

北海道の交通事情に国としてもっと責任を持つべき、国境付近は国防の観点も配慮、
農作物の移出・インバウンド対策は国策に関わる問題、道との連携

・制度 鉄道事業のあり方に関する制度再構築をリード、物流・人流に対応した総合交通体系の構築、
将来に向けた北海道全体の交通体系を明示、国民のためのJRのあり方を検討、
JRに対して経営支援体制の見直し、新たな支援策の構築、JRホールディングスの構築など
日本全体の路線網を考えるべき、儲かるところだけ助けるのではなくコストプールで考える

・財源 路線維持に必要な財源の確保、車両・施設等整備への支援、代替交通への転換を余儀なく
される自治体への支援、既存制度にとらわれない財政支援の検討

［ 道 ］
・方向性 持続可能な地域の交通体系の確立、物流・人流に対応した総合交通体系の構築、

北海道全体の交通体系のあり方を検討、公共交通ビジョンを早期に示すべき、路線見直しの
方向付け、道民のことを重視、鉄道で北海道のイメージを上げるアイディア

・支援策 道として関与できる支援策の具体化（北海道高速鉄道開発株式会社を用いた経営支援など）、
可能な限りの財政支援

・役割 国との協議、国への要望活動、リーダーシップ、関係機関等との協議におけるイニシアティブの
発揮、調整役ではない主体的な関わり、指導力を発揮、当事者意識をもっと持つ、沿線自治体
等との役割の明確化、意見集約、地域への配慮
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北海道新聞 平成30年1月12日（金）朝刊1面
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北海道新聞 平成30年1月12日（金）朝刊9面
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